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伊勢原市農業委員会が交付する非農地証明に関する事務処理要領

（趣旨）

第１条 この要領は、神奈川県が定めた「農地法の適用を受けない土地に係る

運用指針」に基づき、伊勢原市農業委員会（以下「農業委員会」という。）

が取り扱う非農地証明の事務手続について、必要事項を定める。

（証明出願）

第２条 非農地証明を受けようとする登記簿上の土地所有者（以下「証明出願

者」という。）は、非農地証明願（第１号様式）を２部、農業委員会会長に

提出するものとし、郵送での受付はしない。

２ 前項に規定する非農地証明願には、次に掲げる書類等を添付しなければな

らない。

(1) 登記事項証明書（出願前３月以内の全部事項証明書に限る。）

(2) 公図の写し（出願地の地番を表示するものに限る。）

(3) 位置図又は案内図

(4) 法人が出願する場合は、法人登記簿謄本（出願前３月以内のものに限
る。）

(5) 許可なく転用に至った経過を示す経過書等

(6) 転用後、一定の期間を経過していることを客観的に証明するもの
(7) 出願地の範囲を明らかにした現況を示す写真

(8) 非農地証明願書の提出を証明出願者本人ができない場合は、証明出願者

本人が自署及び押印した委任状

（現地調査）

第３条 農業委員会会長は、証明出願を受けたときは、農業委員（２名以上）

及び事務局職員に現地調査を行わせるものとする。

（審査）

第４条 農業委員会会長は、証明の可否を農業委員会の総会において審査し、

決定する。また農業委員会会長は、いかなる理由があっても、総会の議決を

経ない決定を認めない。

２ 農業委員会会長は、審査の結果、当該個所が非農地であると決定したとき

は、証明出願者に対して非農地証明書を交付するものとする。

３ 農業委員会会長は、審査の結果、当該個所が非農地でないと決定した場合

は、非農地証明願に対する通知書（第２号様式）により証明出願者に対して

通知するものとする。

（標準処理期間）

第５条 証明手続に係る標準処理期間は、非農地証明願の提出があった日から

４週とする。
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（証明手数料）

第６条 証明手数料は、伊勢原市手数料条例（昭和５１年伊勢原市条例第８号）

別表第１４項に定める額とする。

附 則

この告示は、公表の日から施行し、平成１７年８月１日から適用する。

附 則

この告示は、平成２０年５月２０日より施行する。
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第１号様式（第２条関係）

非 農 地 証 明 書

非 農 地 証 明 願

年 月 日

伊勢原市農業委員会会長 殿

出願者 住 所

氏 名 ○印

（法人にあっては名称及び代表者の氏名）

下記の土地について、農地法第２条第１項に定める「農地」及び「採草

放牧地」のいずれにも該当しないことを証明願います。

（土地の表示）

所 在 地 番 登記地目 面積（㎡）

（添付書類）

□ ①登記事項証明書（全部事項証明書）

□ ②公図の写し

□ ③位置図

□ ④現況写真

□ ⑤経過書

□ ⑥転用後の期間を客観的に証明する書類等

（農地法の適用を受けない土地に係わる運用指針第３の２に該当の場合）

□ ⑦その他

（ ）

農 委 第 号

上記のとおり相違ないことを証明します。

年 月 日

伊勢原市農業委員会会長 □印
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第２号様式（第４条関係）

非農地証明願に対する通知書

年 月 日付けで非農地証明願のあった下記の土地については、神奈

川県が定めた「農地法の適用を受けない土地に係る運用指針」に規定する非農

地に該当しないため証明することはできません。

なお、提出された非農地証明願は返却します。

（土地の表示）

所 在 地 番 登記地目 面 積（㎡）

年 月 日

殿

伊勢原市農業委員会

会長 □印


